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近年，浚渫土の有効利用等を目的にカルシア改質土の港湾工事などでの利用が促進され

ている．このカルシア改質土は，初期強度が小さいため，施工時の濁りの発生が懸念され

ている．本研究では，PVA（ポリビニルアルコール）由来の粘着力に着目し，カルシア改

質土と組み合わせる新しい地盤材料を提案する．提案材料の強度増加や自己修復性につい

て室内試験（ベーンせん断試験，一軸圧縮試験，UU 試験および圧密試験）を行いその有

効性について検討した．試験の結果から，PVA 併用カルシア改質土は初期強度に優れると

ともに，最適な添加量が存在することが明らかとなったが，PVA 添加による自己修復性の

向上は確認できなった． 

 

キーワード：浚渫土，製鋼スラグ，PVA，自己修復性        （IGC：D-06，D-10) 
 

1．はじめに 

 

 航路整備事業に関連し，日本では大量の浚渫土が毎年

発生している．この浚渫土はシルト・粘土分を多く含み

施工性が低いことから，直接利用することが困難であり，

内陸処分や海洋投棄処分されている 1)．浚渫土を再利用

する方法として，セメントを用いた固化処理によるリサ

イクルが広く行われてきた．しかし，セメントは焼成の

際に大量の CO2 を排出するため，より環境に配慮した新

たな固化材が求められている．このような背景のもと，

本研究では環境負荷が小さく長期耐久性に優れた地盤

材料として，鉄鋼製品の製造過程で生まれる副生産物で

あるスラグを原料とするカルシア改質材と浚渫土を混

合したカルシア改質土と，ポリ酢酸ビニルを加水分解し

て得られる合成樹脂の一つであり，粘着力を有するポリ

ビニルアルコール（以下 PVA）を併用した PVA 併用カ

ルシア改質土を新たな地盤材料として提案する． 
 鉄鋼スラグの成分は，主に石灰（CaO）やシリカ（SiO2），

酸化鉄（FeO），酸化マグネシウム（MgO）などで構成さ

れており，その他に石灰の一部が未溶解のままの状態で

残る遊離石灰が存在するという特徴がある．この遊離石

灰の化学組成はセメントと類似しており，これによって

粘土と混合することにより強度が発現することが知ら

れている 2)．固化メカニズムについて，カルシアの粒子

内部には製鋼工程の副原料として用いられる遊離石灰

（CaO）が数%程度含有しており 3)，その遊離石灰（CaO）

中のカルシウム成分と浚渫土砂中から溶出するシリカ

やアルミナとの水和反応（ポゾラン反応）により生成さ

れるカルシウムシリケート系水和物（C-S-H）やカルシ

ムアルミネート系水和物（AFm）が強度に影響を与え，

カルシア改質土は固化すると推察されている 4)．強度発

現過程についてカルシア改質土は養生時間によって，強

度発現準備期，前期強度発現期，後期強度発現期の 3 段

階に分けることができ，養生後すぐは顕著な強度増加が

見られない時期があるとされている 1)． 
このカルシア改質土との組み合わせによる高機能化

を期待している PVA は，コンクリート分野において，強

度改善効果を目的として用いられている．PVA をコンク

リートに添加することで架橋構造が形成され，引張や圧

縮強度の増加に寄与するとともに，PVA の添加量には最

適値が存在することが報告されている 5)．一方，養生時

間が長くなると PVA が C-S-H 構造の水分吸収を防ぐこ

とで圧縮強度を低下させるとともに，空隙率が増加し密

度が減少すると示唆されている 6)．また，モルタルに PVA
を添加し，回復の程度を示す曲げ強度の回復試験を行っ

た結果，自己修復過程で行われる水分補給に PVA が役

立ち，CaCO3 の形成に寄与することで，PVA には優れた

自己修復性を有しているとされている 7)．以下のように

PVA を固化材として用いた研究は数多くなされている

が，地盤改良分野においてカルシア改質土と PVA を併

用した効果については検討されていない． 
 本研究では，カルシア改質土に PVA を併用した際の

強度発現特性や自己修復性についての検討を行う．その

ため，スラグと PVA の添加量を変えて作成した供試体

に対してベーンせん断試験，一軸圧縮試験を行い，最適

な配合を決定した．次に，最適配合に対して非圧密非排
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水（UU）試験を行い，PVA による自己修復性について検

討を行った．本論文において PVA の自己修復性とは，ひ

び割れ発生後の再養生期間（自己修復過程）において

PVA が水和反応に必要な水を供給することにより強度

増加を促進させることと定義する．また段階載荷による

圧密試験を行い，PVA 併用カルシア改質土の港湾整備へ

の適用性についての検討も行った． 
 
2．使用材料 

 

本研究では，広島県竹原市沖に位置する大崎上島周辺

で採取した浚渫土を用いた．浚渫土の物理特性を表-1 に

示す．なお，室内試験では不純物が混入することで強度

に影響を及ぼす可能性があるため，2 mm のふるいで裏

漉しを行い，貝殻などを取り除いた試料を使用した． 
固化材には，転炉系製鋼スラグを用いた．スラグの物

理的性質を表-2 に示す．試験で用いたスラグは遊離石灰

f-CaO の含有率が 6.02 %であり，反応性を高める観点か

らふるい分けにより最大粒径を 850 μm に調整したもの

を用いた．図-1 に浚渫土と製鋼スラグの粒度分布を示す． 
 本研究で使用した PVA は，海中での強度を期待してい

るため，耐久性に優れており，皮膜強度が高く，高重合

度である完全鹸化型の PVA を選定した． 
 
3．試験方法 

 

3.1 供試体の作製 
 供試体の作製では，固化材をハンドミキサーで 5 分間 
程度攪拌後に，モールドに 3 層に分けて投入し，1 層に

つき 25 回タッピングしながら充填した．作製後の供試

体は室温 20 ℃の室内で所定時間気中養生を行い，その

後の試験に用いることとした．スラグの添加量は湿潤粘

土との質量比，PVA 粒子の添加量は湿潤粘土との体積比

で計算を行った．この時スラグは絶乾密度で計算し，固

化材混合後の含水比が液性限界 wL の 1.5 倍となるよう

に調整した． 

 

 

3.2 ベーンせん断試験・一軸圧縮試験 
PVA 併用カルシア改質土の強度増加傾向を検討し最

適配合を決定するために，ベーンせん断試験と一軸圧縮

試験を行った．表-3 に示す 2 つの試験の配合で攪拌させ

た混合土をモールド(ベーンせん断試験用：φ=60 mm， 
H=70 mm 一軸圧縮試験用：φ=35 mm H=80 mm)に 3.1

に示す方法で供試体を作製した． 
 初期強度を検討するために 24 時間気中養生した供試

体に対してベーンせん断試験を行った．この時，H=1.0 
cm，D=2.0 cm のベーンブレードを使用し，回転速度は

6 °/min とした． 

強度増加傾向を検討するために 28 日気中養生した供

試体に対して一軸圧縮試験を行った．この時，圧縮ひず

み速度は毎分 1 %とした． 

 

  

表-1 浚渫土の物理特性 

表-2 転炉系製鋼スラグの物理特性 

ρs (g/cm3) 2.578 

wL (%) 90.1 

wp (%) 41.1 

Ip 49.0 

分類 高液性粘土 

表乾密度 (g/cm3) 3.18 

絶乾密度 (g/cm3) 3.05 

吸水率 (%) 4.16 

粒径 850 μm 以下 

遊離⽯灰(%) 6.02 

図-1 浚渫土とスラグの粒径加積曲線 

表-3 供試体配合条件 

Case 浚渫土(%) slag(%) PVA(%) 

1 

100 

0 

0 

2 1.5 

3 2.25 

4 3.0 

5 

10 

0 

6 1.0 

7 1.5 

8 2.25 

9 3.0 

10 

20 

0 

11 1.5 

12 2.25 

13 3.0 

14 

27 

0 

15 1.0 

16 1.5 

17 2.0 

18 2.5 

19 3.0 
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3.3 非圧密非排水（UU）試験 
PVA 併用カルシア改質土の粘着力による自己修復性

を確認するために，一度 UU 試験で供試体をせん断破壊

させた後にリモールドを行い，2 週間後に再度供試体を

UU 試験で破壊し強度回復傾向を把握することとした

（図-2 参照）． 
 表-4 に示す配合で混合土を作製した後に，UU 試験用

のモールド（φ=5.0 cm，H=10.0 cm）に 3.1 に示す方法

で供試体を作製した．充填した供試体の上に 4.9 kN/m2

のおもりを載せて 2 週間気中養生にて予圧密を行い，供

試体の含水比が変化しないように密閉した室温 20 ℃の

容器に供試体を入れておくこととした．側圧を 20，40，
60 kN/m2 の 3 種類に設定し，一回目（初回）の UU 試験

を実施した． UU 試験で応力のピークを確認した後に軸

力の載荷を停止させ，リモールドを行い室温 20 ℃の容

器内で再度 2 週間養生を行った後に 2 回目（再養生後）

の UU 試験を実施した．本研究では，再養生前後の UU
試験の結果を比較することによって PVA の自己修復性

を検討した． 
 

3.4 段階載荷による圧密試験 
 段階載荷による圧密試験条件は表-4 に示す配合で実

施した．3.1 に示す方法で改質材と攪拌させて混合土を

作製した．混合後は圧密容器（φ=6.0 cm，H=2.0 cm）に

試料を充填させた．圧密容器に充填した供試体を圧密容

器機に設置し 4.9 kN/m2 の荷重で予圧密を行った．予圧

密は，試料 1.0 m 程度の自重もしくは 0.5 m 程度の砂が

上層にある場合を想定した条件とした．予圧密期間は

Case5，8 においては 9 日間，Case10，12 は 6 日間とし，

養生は水中養生とした．載荷荷重は 4.9 kN/m2 から 2511 
kN/m2 までの 10 段階とし，24 時間ずつ段階的に載荷を

行う条件で試験を実施した． 
 

 

 

 

 

 

 

4．試験結果と考察 
 
4.1 強度増加傾向の検討 

（a）ベーンせん断試験 
 ベーンせん断試験の結果を図-3 に示す．なお，試験結

果は全て 3 本の試験の平均値である． 
 図-3 より，スラグを湿潤粘土との質量比で 10 %添加

したケース（Case5～9），20 %添加したケース（Case10～
13），27 %添加したケース（Case14～19）のいずれにおい

ても，PVA を添加するとベーンせん断試験が増加する傾

向が示された．また，PVA 添加量が湿潤粘土との体積比

で約 2.25 %の時に，スラグの添加量の大小に関係なく最

も強度が増加することが明らかとなった．この理由とし

ては，PVA 添加量が 0 %～2.25 %の間において PVA 特有

の粘着力由来の強度増進効果が顕著に発揮されたため

と考えている．なお，PVA 添加量が 2.25 %を超えて以降

も PVA の粘着力は増加していくが，PVA の保水性によ

り，強度増加に寄与するスラグの即時的な吸水に必要な

水を PVA が保水することによって，ピーク強度が減少

したと考えている．PVA がスラグの吸水を阻害している

裏付けとして，スラグを添加せずに PVA のみ添加した

ケース（Case1～4）を実施した．その結果，PVA の添加

量を増加させれば，ベーンせん断強度のピークは添加量

とともに増加するため，PVA の保水性がスラグの吸水を

阻害していることが明らかとなった． 

 
（b）一軸圧縮試験 
 28 日気中養生した供試体に対して一軸圧縮試験を行

った．その際，含水比 w や乾燥密度 ρd，湿潤密度 ρt に  
ついての計測も同時に行った．なお，試験結果は全て 3
本の試験の平均値である． 

図-4 より，スラグを湿潤粘土との質量比で 10 %添加

したケース（Case5～9）では，PVA 添加による強度変化

は見られなった．しかし，スラグを質量比で 20 %添加し

たケース（Case10～13）および 27 %添加したケース

（Case14～19）においては，PVA を添加することで一軸

圧縮強度が減少するという結果が得られた．一軸圧縮強

度が減少した原因として二つの事象が挙げられる． 
一つ目は，PVA の添加量の増加に伴う含水比の増加で

ある（図-5 参照）．これは PVA の保水性が作用して，強

度増加に寄与する浚渫土とスラグで発生する水和反応 

図-2 UU 試験方法 

供
試
体

供試体を破壊させる リモールドし、⼆週間後に
再度供試体を破壊する

(軸圧)

(側圧)

表-4 UU 試験と圧密試験の配合条件 

 浚渫土(%) slag(%) PVA(%) 

Case5 100 10 0 

Case8 100 10 2.25 

Case10 100 20 0 

Case12 100 20 2.25 

図-3 ベーンせん断強度と PVA 添加量の関係 
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に必要な水を PVA が保水することによって，水和反応

が遅延もしくは阻害され，一軸圧縮強度が減少したと考

えられる． 
二つ目は，図-6，7 より全ての配合で PVA の添加量を

増加させることで乾燥密度および湿潤密度が減少した

ことである．攪拌混合時に PVA が周辺の空気を取り込

むことによって 8)空隙が増加し，密度が小さくなったこ

とが原因と考えられる．PVA の添加による低密度化によ

って供試体内の空隙が増加し，一軸圧縮強度が減少した

と考えられる．その一方で，PVA 併用カルシア改質土は 

 

密度の減少により，軽い地盤材料として港湾整備へ適用

できる可能性があり，今後さらなる検討を行う必要があ

る． 
本実験では 1.5wL に調整した含水比の供試体を気中養

生して用いたが，今後は高含水比の供試体の作製や水中

養生を行い，水が周囲にある状態で水和反応が遅延もし

くは阻害されるかどうかの試験を実施する必要がある． 
 
4.2 非圧密非排水（UU）試験による自己修復性の検討 
 非圧密非排水試験より得られた粘着力 c や含水比 w，

乾燥密度 ρd の結果を表-5 と図-8，9 に示す．試験結果は

全て 3 本の試験の平均値である．UU 試験にも関わらず

拘束圧とともにせん断強さが大きくなった原因として，

供試体内が完全に飽和していなかった可能性があり，別

途検討していく必要がある． 
1 回目（初回）と 2 回目（再養生後）の双方の UU 試

験の結果において，湿潤粘土との質量比でスラグを 10 %
添加した配合（Case5，Case8）においては，PVA を添加

することで強度が増加する傾向が示された．その一方，

スラグを 20 %添加した配合（Case10，Case12）では，含

水比が増加するが，強度が減少するという結果となった．

これはスラグの添加量が多い場合，一軸圧縮試験と同様

に PVA の保水性が作用して，浚渫土とスラグで発生す

る水和反応に必要な水を PVA が保水し，水和反応が遅

延もしくは阻害したと考えられる．しかし，スラグの添

加量が少ない配合では強度減少は見られず水和反応を

阻害していないため，スラグの添加量に応じた適切な含

水比が存在すると考えられる．このスラグ量に合わせた

PVA 添加量および混合時の水分条件については今後検

討していく必要があると考えている．1 回目（初回）と

2 回目（再養生後）の試験結果を比較して自己修復性を

検討すると，スラグを 10 %と 20 %添加した両方の配合

で，PVA を添加したことによる強度増加の差は見られな

った．そのため，本実験では PVA をカルシア改質土に併

用した際の自己修復性の向上を確認することはできな

かった．原因として一回目（初回）の UU 試験実施後の

再養生期間において，PVA が水を保水し続けたためスラ

グと浚渫土に水が供給されず強度回復が発生しなかっ

たと考えられる．今後は一軸圧縮試験と同様に，初期含

水比を増加させた場合の供試体に対して UU 試験を行い，

水が周囲に存在する状態での自己修復性について検討

する必要がある， 

図-4 一軸圧縮強度と PVA 添加量の関係 

図-5 含水比と PVA 添加量の関係 

図-6 乾燥密度と PVA 添加量の関係 

図-7 湿潤密度と PVA 添加量の関係 

表-5 非圧密非排水（UU）試験の結果 

 
1 回目 2 回目 含水比 

(％) 
乾燥密度 
(g/cm3) (kN/m2) c(kN/m2) (kN/m2) c(kN/m2) 

Case5 72.6 36.3 82.8 41.4 96.6 0.74 

Case8 97.1 48.5 110.0 55.0 96.9 0.66 

Case10 400.6 200.3 455.8 252.9 80.7 0.83 

Case12 271.5 135.8 353.0 176.5 86.2 0.71 
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4.3 段階載荷による圧密試験 
 圧密試験より得られた湿潤密度 ρt，乾燥密度 ρd，含水

比 w，圧密降伏応力 PC，圧密指数 CC の結果を表-6 と図

-10 に示す．試験結果は全て 3 本の試験の平均値である． 
試験結果より，PVA を添加しないカルシア改質土が最も

圧密降伏応力が高くなり，PVA を添加することで強度が

減少した．これにより，PVA 併用カルシア改質土は上に

重い荷重がかかる場所での施工には適していないと推

察できる．次に，供試体の密度を比較すると，湿潤と乾

燥密度の双方で PVA を添加することで減少するという

図-8 スラグ 10 %の UU 試験結果 

Case5（左：1 回目 右：2 回目） 

Case8（左：1 回目 右：2 回目） 

図-9 スラグ 20 %の UU 試験結果 

Case10（左：1 回目 右：2 回目） 

Case12（左：1 回目 右：2 回目） 
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結果となり，PVA は軽量剤としての効果が期待できる．

以上の実験結果より，PVA 併用カルシア改質土は上に重

い荷重がかからない潜堤や埋め立て材として利用が期

待でき，今後本格的な実用化に向けての検討を行う必要

がある． 

 

 

5．結論 

  

 本研究では，PVA 併用カルシア改質土の強度増加傾向

についての検討を行うために，異なるスラグと PVA の

供試体についてベーンせん断試験や一軸圧縮試験，段階

載荷による圧密試験を行った．同様に，自己修復性の検

討を行うために非圧密非排水試験を行った．以下に本実

験より得られた知見をまとめる． 
(1) PVA を併用することによって，スラグの添加量に関

係なく初期強度を向上させることができる．その際

に，PVA 添加量には適当な量が存在する． 
(2) 養生時間が長くスラグの添加量が多い場合，浚渫土

とスラグで発生する水和反応を PVA が遅延もしく

は阻害し，強度を低下させる． 
(3) 今回の実験条件では，PVA の自己修復性を確認する

ことはできなかった． 
(4) PVA を添加することで圧密降伏応力が低下しており，

荷重がかかる場所での施工には適していない． 
(5) PVA 併用カルシア改質土は，全ての実験で乾燥およ

び湿潤密度が小さくなり，軽い地盤材料となる可能

性がある． 
以上より，PVA 併用カルシア改質土は初期強度を向上

させる効果があるため，養生時間の短縮による施工効率

の向上を期待することができる．その一方で，本研究で

は PVA の自己修復性を確認することができなかったた

め，今後異なる条件で検討を行っていく必要がある．さ

らに，PVA 併用カルシア改質土を高含水比状態で作製し

た際に，浚渫土とスラグでの水和反応へ影響を及ぼすか

否かの試験を行い，実海域での適用に向けてより最適な

配合の検討に取り組んでいく必要がある．これらの試験

を実施して，浚渫土やスラグの低環境負荷な資源を有効

利用することによる持続可能な循環型社会の実現に向

けて，PVA 併用カルシア改質土の技術開発を進めていく

所存である． 
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表-6 段階載荷による圧密試験の結果 
 ρt(g/cm3) ρd (g/cm3) w(%) Pc(kN/m2) Cc 

Case5 1.72 0.76 127.26 220 1.04 

Case8 1.62 0.71 126.70 186 1.22 

Case10 1.72 0.84 106.16 909 1.27 

Case12 1.69 0.81 108.92 755 1.33 

図-10 段階載荷による圧密試験の結果 
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